
１　研究の概要
　２０００年には学校評議員制度が、２００４年には学校運営協
議会制度が創設され、外部組織や地域住民が参画する学校運
営の仕組みが整えられてきた。また、社会教育を含む地域ぐ
るみで子どもたちを育てる体制に関連して、２００８年から３
年間学校支援地域本部が文部科学省の委託・補助事業として
実施された後、２０１５年には地域学校協働活動の概念を含む
中央教育審議会答申「新しい時代の教育や地方創生の実現に
向けた学校と地域の連携・協働の在り方と今後の推進方策に
ついて」が出された。また、同答申を受けて、２０１７年には
学校運営協議会の設置が努力義務となる法令改正があった。
このように、全国的にはここ２０年ほどの間に学校と地域の
連携・協働に関する様々な動きが見られたが、岩手県ではこ
の間、学校運営協議会の設置が必ずしも進んだわけではな
かった。
　また、「全国学力・学習状況調査」（２０１７年度）の中学校
の結果を見ると、学校の授業以外の普段の勉強時間を「３時
間以上」と回答した生徒の割合は全国ワースト１位、放課後
部活動に参加していると回答した生徒の割合は全国１位、学
校支援ボランティアの仕組みにより保護者や地域の人が教育
活動等に「よく参加してくれる」と回答した学校（校長）の
割合は全国ワースト１位となっており、学校への依存が高い
様子が見え、岩手県における家庭・地域の学校との連携・協
働のあり方にはいくつかの課題が見出される。
　そこで本研究では当初、岩手県における学校と保護者・地
域の連携・協働に関する取組の現状を整理し、これからの岩
手県の学校と地域の連携・協働のあり方について実践的に検
討することを目的とした。ただし、COVID-19の拡大を受け
て、予定していた訪問調査やアクション・リサーチといった
研究方法を採用することを断念し、全国や岩手県の学校と保
護者・地域の連携・協働の歴史や現状を各種資料から丹念に
分析することにより、これからの岩手県の学校と保護者・地
域の連携・協働のあり方について検討することとした。

２　研究の内容
　まず、研究メンバーによる月１回程度の定例の研究会にお
いて、日本における学校運営協議会やそれを設置するコミュ
ニティ・スクール（以下、ＣＳ）及び保護者・地域による学
校支援に関する先行研究を調査した。その結果、学校運営協
議会と本部（学校支援地域本部・地域学校協働本部）の関係
性により、ＣＳの成果を認識する度合いが異なることがわかっ
た。翻って岩手県に着目すると、岩手県においては学校と保
護者・地域の連携・協働の活動として教育振興運動（以下、
教振）が半世紀以上続いているのに加え、法的根拠を持つ学
校運営協議会とは別に「いわて型コミュニティ・スクール」（以
下、いわて型ＣＳ）があることがわかった。そのような岩手
県独自の取組がある一方で、上述のように、岩手県において
学校と保護者・地域の連携・協働には課題が少なくない。そ
の理由を探るために、教振やいわて型 CS の歴史や現状を詳
細に検討するとともに、今後岩手県においてもその拡大が見
込まれる学校運営協議会をすでに導入している事例として大
槌町を取り上げ、導入の経緯や成果及び課題を明らかにした。

３　これまで得られた研究の成果
１）岩手県における学校と保護者・地域の連携・協働
　１９６０年代の岩手県は、社会的、経済的、文化的に遅れを
取っており、教育水準も同様に低かった。そうした背景か
ら、１９６３年には県の、１９６４年には市町村の教育振興基本計
画が策定され、県や市町村の教育課題の明確化や、課題解決
に必要な対策の検討、そして児童生徒、教師、両親、教育行政、
地域社会という五者の連携による教育課題の解決を目的として
教振が開始された（岩手県教育委員会編、１９６５、pp.2-3）。
ただし、開始当初から教振にはトップダウンの方向性（県・
市町村の共通目標・課題との関連を図ること）とボトムアッ
プの方向性（小学校区単位を教育課題を解決すること）が並
存しており、難しい関係性をもってスタートしたと言える。

＜要旨＞ 
　本研究は、岩手県における学校と保護者・地域の連携・協働の歴史や現状を詳細に検討するとともに、大槌町を事例に学校運
営協議会等の導入の経緯や成果及び課題を明らかにすることを目的とした。その結果、「児童生徒、教師、両親、教育行政、地
域社会」という五者の連携・協働によって学力向上を目指して始まった教振は、画一化の傾向が見られること、２０１７年の法令
改正を受け、岩手県でも教振を地域学校協働活動に位置づけ直す政策転換が見られることが明らかとなった。また、大槌町の事
例調査の結果明らかになった成果と課題は、今後の岩手県の学校と保護者・地域の連携・協働に示唆を与えるが、まずは、各地
でどのような連携・協働が行われているかを丹念に調査する必要がある。
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図1 1969年度実践主題での使用単語（名詞・形容詞） 

 
図2 2020年度実践主題での使用単語（名詞・形容詞） 

 

1969年度と2020年度の盛岡市内の各教振実践組織の

実践主題（テーマ）に登場する単語を可視化したものが図1・

2である。可視化には「高い頻度で現れている単語が大きい

フォントで表示」（小林，2017，p.119）されるワードク

ラウドという手法を用いているが，図 2 は特定の単語が大

きく表示され，この50年間で実践主題の多様性が失われ，

画一化が進んだことがわかる。図 2 に高い頻度で登場する

単語は「盛岡市教育振興運動第11次5か年計画」に登場

するものが多く，ボトムアップで実践主題を決めているとい

うより，市の方針に従ったトップダウンの傾向が示唆される。 

他方2007年度策定の「岩手県総合計画後期実施計画（い

わて希望創造プラン）」で登場したいわて型CSは，まなび

フェストを中核として，校長のリーダーシップによる検証可

能な目標達成型の学校経営を目指すものであり，多様性が失

われている教振との連携も難しいことが示唆された。 

これらの岩手県独自の取組は，2017年の「地方教育行政

の組織及び運営に関する法律」の改正による影響を受けるこ

ととなった。2020年3月の「岩手県「地域学校協働活動・

教育振興運動」推進5か年プラン（令和2年度〜令和6年

度）」をはじめとした各種文書では，「学校発信型」であった

いわて型CSから「連携・協働型」の学校運営協議会へと発

展させ，「目指す子どもの姿」を学校・家庭・地域で話し合

い，共有し，学校単位での地域学校協働活動（教振）を推進

していくというプランが打ち出された。 

 

2）大槌町の事例—主にインタビュー調査から 

震災後の大槌町では伊藤教育長（当時）の指揮のもと，地

域の活性化も念頭に置きつつ，いわて型CSを基盤とした小

中一貫校の導入が進められた。そこでは教育課程特例校制度

を活用した「ふるさと科」を中心として，9年間の一貫した

学びが想定された。この「ふるさと科」をどう成立させるか

がCSでの重要な議論であり，「ふるさと科」とCSの運営

は密接に関係していた。 

大槌町でも教振は実践されていたが，イベント化してしま

っていて，形骸化していた感が強い。震災後の2012年度

より，大槌学園（義務教育学校）と吉里吉里学園（吉里吉里

小学校・吉里吉里中学校による併設型小中一貫校）の双方に

関わる大槌町教育委員会地域学校協働本部も発足させてい

るが，教振をCSや地域学校協働本部へ移行させたわけでは

ない。しかし，教振と学校運営協議会・地域学校協働本部の

メンバーはほとんどが重複しており，教振からCS，地域学

校協働本部への移行は混乱なく進んだという。形骸化してい

た教振の考え方が CS や地域学校協働本部に悪影響を与え

なかった理由としては，目指す家庭・学校・地域・子どもの

姿をしっかり作るという三鷹モデルを参考にした研修を，教

育委員会が中心となってかなり行ったためである。 

こうした取組の結果，学校と地域の連携・協働における成

果としては①地域の人たちの発言の質の向上，②地域にしか

できない体験的な学びがあることの認識，③学校側の創意工

夫を凝らした授業の展開が挙げられる。課題としては，①体

験と探究的な学びのバランスを取ること，②学校の地域振興

への関わり方を考えること，③地域による学校経営参画のあ

り方を模索すること，④学校と地域をつなぐ人材の発掘や育

成について検討することが挙げられる。 

この他，本研究で得られた成果は，渡部芳栄・畠山大，

2021，「岩手県におけるコミュニティ・スクール導入の経

緯と課題—資料分析及びインタビュー調査から—」岩手県立

大学高等教育推進センター教職部門編『全学教職教育研究』

（臨時特別号），pp.1-25を参照されたい。 

 

４ 今後の具体的な展開 

上記「岩手県「地域学校協働活動・教育振興運動」推進5

か年プラン（令和2年度〜令和6年度）」では，2022年

度にはすべての市町村でCSを導入するとしているが，現在

各市町村や各学校で，どのような連携・協働が，どのような

組織で進められ，どのような成果と課題があるのかについて，

客観的なデータが蓄積されていない。きめ細かなインプリケ

ーションを得るために，全県的な実態調査を行なっていく予

定である。 

 

５ その他 

1）参考文献 

岩手県教育委員会，1965，『教育振興運動推進の手引き教

育水準の向上をめざして』岩手県教育委員会 

岩手県教育委員会，2020，「岩手県「地域学校協働活動・

教育振興運動」推進5か年プラン（令和2年度〜令和6

年度）」 

盛岡市教育振興推進委員会編，2021，『盛岡市教育振興運

動の歩み実践事例集No.54』 

小林雄一郎，2017，『Rによるやさしいテキストマイニン

グ』オーム社 他，多数。 
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図１　１９６９年度実践主題での使用単語（名詞・形容詞）

図２　２０２０年度実践主題での使用単語（名詞・形容詞）

　１９６９年度と２０２０年度の盛岡市内の各教振実践組織の実践
主題（テーマ）に登場する単語を可視化したものが図 1・2 で
ある。可視化には「高い頻度で現れている単語が大きいフォン
トで表示」（小林、２０１７、p.１１９）されるワードクラウドとい
う手法を用いているが、図２では特定の単語が大きく表示され
ており、この５０年間で実践主題の多様性が失われ、画一化が
進んだことがわかる。また、図２に高い頻度で登場する単語
は「盛岡市教育振興運動第１１次５か年計画」に登場するもの
が多く、ボトムアップで実践主題を決めているというより、市
の方針に従ったトップダウンの傾向が示唆される。
　他方、２００７年度策定の「岩手県総合計画後期実施計画（い
わて希望創造プラン）」で登場したいわて型ＣＳは、まなびフェ
ストを中核として、校長のリーダーシップによる検証可能な目
標達成型の学校経営を目指すものであり、多様性が失われて
いる教振との連携も難しいことが示唆された。
　これらの岩手県独自の取組は、２０１７年の「地方教育行政の
組織及び運営に関する法律」の改正による影響を受けることと
なった。２０２０年３月の「岩手県「地域学校協働活動・教育振
興運動」推進５か年プラン（令和２年度〜令和６年度）」をはじ
めとした各種文書では、「学校発信型」であったいわて型ＣＳから

「連携・協働型」の学校運営協議会へと発展させ、「目指す子どもの姿」
を学校・家庭・地域で話し合い、共有し、学校単位での地域学校
協働活動（教振）を推進していくというプランが打ち出された。

２）大槌町の事例—主にインタビュー調査から
　震災後の大槌町では伊藤教育長（当時）の指揮のもと、地域
の活性化も念頭に置きつつ、いわて型ＣＳを基盤とした小中一貫
校の導入が進められた。そこでは教育課程特例校制度を活用し
た「ふるさと科」を中心として、9 年間の一貫した学びが想定さ
れた。この「ふるさと科」をどう成立させるかがＣＳでの重要な
議論であり、「ふるさと科」とＣＳの運営は密接に関係していた。
　大槌町でも教振は実践されていたが、イベント化してしまっ
ていて、形骸化していた感が強い。震災後の２０１２年度より、大
槌学園（義務教育学校）と吉里吉里学園（吉里吉里小学校・吉

里吉里中学校による併設型小中一貫校）の双方に関わる大槌町
教育委員会地域学校協働本部も発足させているが、教振をＣＳ
や地域学校協働本部へ移行させたわけではない。しかし、教振
と学校運営協議会・地域学校協働本部のメンバーはほとんどが
重複しており、教振からＣＳ・地域学校協働本部への移行は混
乱なく進んだという。形骸化していた教振の考え方がＣＳや地域
学校協働本部に悪影響を与えなかった理由としては、目指す家庭・
学校・地域・子どもの姿をしっかり作るという三鷹モデルを参考に
した研修を、教育委員会が中心となってかなり行ったためである。
　こうした取組の結果、学校と地域の連携・協働における成果とし
ては①地域の人たちの発言の質の向上、②地域にしかできない体
験的な学びがあることの認識、③学校側の創意工夫を凝らした
授業の展開が挙げられる。課題としては、①体験と探究的な学び
のバランスを取ること、②学校の地域振興への関わり方を考えるこ
と、③地域による学校経営参画のあり方を模索すること、④学校と
地域をつなぐ人材の発掘や育成について検討することが挙げられる。
　この他、本研究で得られた成果は、渡部芳栄・畠山大、２０２１、「岩
手県におけるコミュニティ・スクール導入の経緯と課題—資料分
析及びインタビュー調査から—」岩手県立大学高等教育推進セ
ンター教職部門編『全学教職教育研究』（臨時特別号），pp.1-
25を参照されたい。

４　今後の具体的な展開
　上記「岩手県「地域学校協働活動・教育振興運動」推進５
か年プラン（令和２年度〜令和６年度）」では、２０２２年度には
すべての市町村でＣＳを導入するとしているが、現在各市町村や
各学校で、どのような連携・協働が、どのような組織で進められ、
どのような成果と課題があるのかについて、客観的なデータが
蓄積されていない。きめ細かなインプリケーションを得るために、
全県的な実態調査を行なっていく予定である。
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